
  

１．平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

  

３．平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：無 

  通期予想については、四半期決算短信（添付資料）２ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧くだ

さい。 
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  （百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  94  △64.2  △222  －  △507  －  △488  －

22年３月期第１四半期  262  △95.7  △174  －  △387  －  △221  －

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  △9  06  －      

22年３月期第１四半期  △8  14  －      

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第１四半期  17,303  △2,623  －  △48  69

22年３月期  17,843  △2,131  －  △39  56

（参考）自己資本 23年３月期第１四半期 △2,624百万円 22年３月期 △2,136百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年３月期  －        0 00 －      0 00  0  00

23年３月期  －      

23年３月期（予想）  0 00 －      0 00  0  00

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  180  △64.7  △360  －  △930  －  △1,080  －  △20  05

通期  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －



４．その他（詳細は、［添付資料］Ｐ．２「その他」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

新規     －社 （社名）                        、除外      －社  （社名） 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：有 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算

短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きを実施しています。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。その判断や仮

定に内在する不確実性及び事業運営や内外の状況変化により、実際に生じる結果が予測内容とは実質的に異なる可能

性があり、弊社は将来予測に関するいかなる内容についても、その確実性を保証するものではありません。業績予想

の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信（添付資料）２ページ

「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

  

  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 53,876,701株 22年３月期 53,876,701株

②  期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 2,434株 22年３月期 2,434株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 53,874,267株 22年３月期１Ｑ 27,274,267株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、一部の企業に輸出の増加や在庫調整が進捗したことなどを背

景として、回復の動きが見られましたが、依然として、民間設備投資の停滞は続き、個人消費は雇用・所得環境の

悪化により支出を抑える傾向が強まり、先行き不透明な中で推移してまいりました。 

 当社グループが属する建設関連業界におきましても、民間設備投資や不動産市況の低迷により民間建設需要が停

滞し、公共建設投資は依然として減少傾向にあり、先行きは依然不透明な状況となっております。また、金融環境

においても目立った改善は見られず、依然厳しく推移しています。 

 このような状況のもと、当社グループは引き続き市場環境の変化に対応できる組織編成と経営資源の戦略的シフ

トを推し進め、新規事業展開の模索、不動産の売却、販売管理費の削減等を行ってまいりました。 

 その結果、当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高は94百万円（前年同四半期比64.2％減）、営業損失は

222百万円（前年同四半期は174百万円の損失）、経常損失は507百万円（前年同四半期は387百万円の損失）、四半

期純損失は488百万円（前年同四半期は221百万円の損失）となり、純資産合計は2,623百万円の債務超過となりま

した。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（不動産事業） 

 不動産事業は当社、株式会社塩見及び株式会社アジリティコーポレーションが営む不動産賃貸による家賃収入等

であります。売上高38百万円（前年同四半期比9.5％増）営業損失8百万円（前年同四半期は34百万円の損失）とな

りました。 

（金融事業） 

 金融事業は、株式会社塩見ファクターが営んでおります。「組織再編と経営資源の戦略的シフト」の推進により

資金の貸付を制御したために、売上高３百万円（前年同四半期比97.8％減）営業損失59百万円（前年同四半期は10

百万円の利益）となりました。 

（産廃事業） 

 産廃事業は、株式会社沖広産業が営む産業廃棄物処理事業であります。原価及び販売管理費の削減により、売上

高52百万円（前年同四半期比12.2％増）営業損失21百万円（前年同四半期は30百万円の損失）となりました。 
  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債及び純資産の状況  

 当第１四半期連結会計期間末の総資産は、流動資産が80百万円増加したものの、長期未収入金の回収等により固

定資産が620百万円減少したことにより、前連結会計年度末比540百万円減少の17,303百万円となりました。 

 流動負債は、短期借入金は減少しましたが、未払金等が増加し76百万円の減少となり、固定負債は、長期借入金

等が増加し28百万円の増加となり、負債合計は前連結会計年度末比48百万円減少の19,926百万円となりました。 

 純資産合計は、四半期純損失488百万円を計上し利益剰余金が減少したこと等により、前連結会計年度末比492百

万円減少の2,623百万円の債務超過となりました。 

②キャッシュ・フローの状況  

 当第１四半期連結会計期間の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ、８百万

円増加（前年同四半期18百万円の減少）し、35百万円となりました。 

 キャッシュ・フローの区分別の概要は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は447百万円（前年同四半期は425百万円の獲得）となりました。これは、税金等調

整前四半期純損失488百万円を計上しましたが、長期未収入金の回収が順調に進んだことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により得られた資金は２百万円（前年同四半期は80百万円の獲得）となりました。これは、短期貸付に

よる支出はありましたが、定期預金の払戻、有形固定資産の売却及び投資有価証券の売却によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により使用した資金は442百万円（前年同四半期は523百万円の使用）となりました。これは主に借入金

の返済によるものです。  
  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成22年７月30日に開示致しましたように、現時点では組織再編及び財務体質改善の施策に取組んでいる最中で

あり、施策の検討及び資料の作成等を関係機関との相談・調整をとりながら進めているため、当初予定(平成22年

７月末）より施策の確定に時間を要し、通期連結業績予想を開示するのに難しい状況であります。 

 なお、当社が進めている前述の施策が具体的に確定する予定である平成22年10月以降（平成23年3月期第２四半

期決算短信発表時期）を目処に、通期連結業績予想を開示する予定としております。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①簡便な会計処理 

１)一般債権の貸倒見積高の算定方法 

 当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められる

ため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定しております。 

２)固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によって

おります。 

②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①会計処理基準に関する事項の変更 

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用し

ております。 

 なお、これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響はありません。また、当会計基準

等の適用開始による資産除去債務の変動額はありません。 

②表示方法の変更 

（四半期連結貸借対照表）  

 前第１四半期連結会計期間において、固定資産の「その他」に含めて表示しておりました「破産更生債権等」

は、資産総額の100分の10を超えたため、当第１四半期連結会計期間より区分掲記することとしました。なお、前

第１四半期連結会計期間の流動資産の「その他」に含まれる「破産更生債権等」は1,125百万円であります。 

（四半期連結損益計算書関係） 

 当第１四半期連結累計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26

日）に基づき財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に伴い、

「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。  

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 当社グループは、前連結会計年度において、営業損失312百万円、経常損失1,353百万円、当期純損失3,146百万

円を計上し、純資産合計は2,131百万円の債務超過状況となりました。当第１四半期連結累計期間においても営業

損失222百万円、経常損失507百万円、四半期純損失488百万円を計上し、純資産は2,623百万円の債務超過状況とな

っております。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

 当社グループはこの状況を解消するため、子会社株式の一部又は全株式の売却、不採算会社の規模縮小又は事業

の清算、グループ全体の販管費削減、遊休不動産等の売却及び貸付金の回収、金融機関への支援要請等を行ってま

いりました。 

 また、第三者割当増資と新株予約権の発行による資金調達を行い、財務体質の改善を図り経営を安定させること

も同時にすすめております。 

 今後、一部金融機関の借入に対し期限の利益を喪失しているものは、債務返済の繰り延べ、縮減の交渉を継続的

に進め、負債付き資産の売却、債務の株式化等により債務超過の解消に取組んでまいります。 

 また、債務の縮減を図ると同時に、新たな資本政策を行うことにより、従前より当社が保有している建設関連事

業のノウハウとシナジー効果が見込まれる新たな会社に対し、売上、収益、財務内容、資金負担等を総合的に検討

し、当社の事業基盤、収益基盤の確保に繋がる会社をグループ化していく計画であります。 

 その結果、当社グループの企業価値向上、株主価値向上に繋がり、持続的成長に向けた企業価値向上が可能にな

ると考えております。 

  

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 43,416 75,590

受取手形・完成業務未収入金及び完成工事未
収入金等

78,434 108,463

短期貸付金 263,116 174,593

その他 1,501,238 1,440,231

貸倒引当金 △27,356 △20,699

流動資産合計 1,858,849 1,778,179

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 1,924,297 1,941,375

機械・運搬具（純額） 21,089 22,892

土地 6,890,435 6,933,652

その他（純額） 1,323 1,412

有形固定資産計 8,837,146 8,899,332

無形固定資産   

のれん 3,277,791 3,323,965

その他 1,278 1,322

無形固定資産計 3,279,069 3,325,288

投資その他の資産   

長期貸付金 3,225,361 3,442,191

破産債権、更生債権等 2,259,047 1,999,531

その他 721,104 1,290,580

貸倒引当金 △2,876,932 △2,891,255

投資その他の資産計 3,328,581 3,841,047

固定資産合計 15,444,797 16,065,668

資産合計 17,303,647 17,843,848

負債の部   

流動負債   

短期借入金 14,333,418 14,845,843

未払金 3,108,384 2,896,493

未払法人税等 26,282 28,244

その他 657,864 432,326

流動負債合計 18,125,949 18,202,907
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

固定負債   

長期借入金 1,235,994 1,206,281

債務保証損失引当金 475,015 475,015

その他 89,910 90,677

固定負債合計 1,800,920 1,771,974

負債合計 19,926,870 19,974,882

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,819,805 2,819,805

資本剰余金 2,800,472 2,800,472

利益剰余金 △8,243,740 △7,755,417

自己株式 △947 △947

株主資本合計 △2,624,411 △2,136,088

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,188 5,054

評価・換算差額等合計 1,188 5,054

純資産合計 △2,623,223 △2,131,033

負債純資産合計 17,303,647 17,843,848
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（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 262,518 94,084

売上原価 185,111 59,459

売上総利益 77,407 34,625

販売費及び一般管理費 251,998 257,551

営業損失（△） △174,591 △222,926

営業外収益   

受取利息 8,017 669

負ののれん償却額 30,478 －

その他 33,785 5,829

営業外収益合計 72,281 6,498

営業外費用   

支払利息 39,064 57,184

貸倒引当金繰入額 22,493 －

持分法による投資損失 15,947 －

遅延損害金 202,219 208,288

その他 5,126 25,392

営業外費用合計 284,851 290,865

経常損失（△） △387,161 △507,293

特別利益   

投資有価証券売却益 1,131 2,605

関係会社株式売却益 66,051 －

貸倒引当金戻入額 225,524 39,281

債務保証損失引当金戻入額 75,769 －

固定資産売却益 － 7,524

特別利益合計 368,477 49,411

特別損失   

投資有価証券売却損 0 －

関係会社株式売却損 15,518 －

貸倒引当金繰入額 15,268 －

固定資産売却損 177,081 10,420

固定資産除却損 575 －

減損損失 － 20,000

その他 3,867 －

特別損失合計 212,310 30,420

税金等調整前四半期純損失（△） △230,994 △488,302

法人税、住民税及び事業税 439 20

法人税等合計 439 20

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △488,323

少数株主損失（△） △9,483 －

四半期純損失（△） △221,950 △488,323
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △230,994 △488,302

減価償却費 28,144 18,580

減損損失 － 20,000

のれん償却額 △2,987 46,174

貸倒引当金の増減額（△は減少） △151,270 △7,666

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △75,769 －

受注損失引当金の増減額（△は減少） 1,149 －

受取利息及び受取配当金 △8,052 △689

支払利息 39,064 57,184

固定資産売却損益（△は益） 177,081 2,895

固定資産除却損 575 －

遅延損害金 202,219 208,288

投資有価証券売却損益（△は益） △1,131 △2,605

関係会社株式売却損益（△は益） △50,533 －

持分法による投資損益（△は益） 15,947 －

売上債権の増減額（△は増加） 206,147 20,500

未成業務支出金及び未成工事支出金の増減額（△
は増加）

△13,763 －

たな卸資産の増減額（△は増加） 38,036 －

仕入債務の増減額（△は減少） 21,314 16,826

未成業務受入金及び未成工事受入金の増減額（△
は減少）

△88 －

その他 240,263 564,398

小計 435,353 455,584

利息及び配当金の受取額 2,823 307

利息の支払額 △5,182 △6,085

法人税等の支払額 △7,551 △1,983

営業活動によるキャッシュ・フロー 425,443 447,824
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 19,937 40,381

有形固定資産の取得による支出 △3,810 －

有形固定資産の売却による収入 291,172 35,753

投資有価証券の取得による支出 △21,850 △59

投資有価証券の売却による収入 1,623 14,478

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△24,283 －

短期貸付けによる支出 △659,826 △144,837

短期貸付金の回収による収入 346,421 56,306

長期貸付けによる支出 △43,300 △156,186

長期貸付金の回収による収入 174,962 157,999

その他 △798 △838

投資活動によるキャッシュ・フロー 80,247 2,996

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △359,007 △342,274

長期借入れによる収入 50,000 300

長期借入金の返済による支出 △214,619 △100,416

配当金の支払額 △128 △290

財務活動によるキャッシュ・フロー △523,756 △442,681

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △18,065 8,138

現金及び現金同等物の期首残高 120,794 27,736

現金及び現金同等物の四半期末残高 102,728 35,875
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 当社グループは、前連結会計年度において、営業損失312百万円、経常損失1,353百万円、当期純損失3,146百万

円を計上し、純資産合計は2,131百万円の債務超過状況となりました。当第１四半期連結累計期間においても営業

損失222百万円、経常損失507百万円、四半期純損失488百万円を計上し、純資産は2,623百万円の債務超過状況とな

っております。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

 当社グループはこの状況を解消するため、子会社株式の一部又は全株式の売却、不採算会社の規模縮小又は事業

の清算、グループ全体の販管費削減、遊休不動産等の売却及び貸付金の回収、金融機関への支援要請等を行ってま

いりました。 

 また、第三者割当増資と新株予約権の発行による資金調達を行い、財務体質の改善を図り経営を安定させること

も同時にすすめております。 

 今後、一部金融機関の借入に対し期限の利益を喪失しているものは、債務返済の繰り延べ、縮減の交渉を継続的

に進め、負債付き資産の売却、債務の株式化等により債務超過の解消に取組んでまいります。 

 また、債務の縮減を図ると同時に、新たな資本政策を行うことにより、従前より当社が保有している建設関連事

業のノウハウとシナジー効果が見込まれる新たな会社に対し、売上、収益、財務内容、資金負担等を総合的に検討

し、当社の事業基盤、収益基盤の確保に繋がる会社をグループ化していく計画であります。 

 その結果、当社グループの企業価値向上、株主価値向上に繋がり、持続的成長に向けた企業価値向上が可能にな

ると考えております。 

 しかし、これらの施策に関しては、売却・譲渡・事業会社の再構築が計画どおりに進行しない可能性があるた

め、また、財務体質改善は金融機関等と協議を行いながら進めている途中であるため、さらに、増資による資金調

達は計画どおり実行されない可能性があるため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められま

す。 

 なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような継続企業の前提に関する重要な不確実

性の影響を連結財務諸表には反映しておりません。  

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記
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前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

[事業の種類別セグメント情報] 

 前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

（注）１．事業区分は、事業内容の種類により区分しております。 

２．各事業の主要な内容 

建設事業及び建材事業は、前連結会計年度に事業譲渡及び子会社の株式売却を行ったため、営んでおりませ

ん。 

３．事業区分の方法の変更 

 事業区分の方法については、従来、事業の種類・性質の類似性等の観点に基づき設計事業、不動産事業、

金融事業及びその他事業の４区分としていましたが、当第１四半期連結会計期間より、従来「その他事業」

に含めて表示していた産廃事業の全セグメントに占める割合が高くなったため、また、「その他事業」の産

廃事業以外の事業から撤退したため、「その他事業」を廃止し、新たに産廃事業を個別表記することとしま

した。 

４. 当第１四半期の営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、86,652千円

であり、その主なものは提出会社本社の総務部門等管理部門にかかる費用であります。 

  

〔所在地別セグメント情報〕 

 前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメント資産の金額に占める割合がい

ずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

〔海外売上高〕 

 前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

 海外売上高がありませんので、該当事項はありません。 

  

（５）セグメント情報

  
設計事業 

(千円)  

不動産事業

(千円) 

金融事業 

(千円) 

産廃事業 

(千円) 

計 

(千円)  

消去又は全

社(千円) 

連結 

(千円) 

 売上高                

(1)外部顧客に対する売上高 40,475 35,627 139,997 46,418 262,518 － 262,518

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高  
－ 405 － － 405 (405) －

 計 40,475 36,032 139,997 46,418 262,923 (405) 262,518

 営業費用 72,370 70,556 129,633 76,897 349,457 87,652 437,110

 営業利益又は営業損失

(△) 
△31,895 △34,523 10,363 △30,478 △86,534 (88,057) △174,591

事業区分 事業の内容 

設計事業 土木設計、土木調査及びコンサルティング等 

不動産事業 不動産の賃貸 

金融事業 商業手形の割引業務、貸金の貸付業務等 

産廃事業  産業廃棄物処理事業 
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当第１四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 

（追加情報） 

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号 平成20年３月21日）を適用しております。 

  

１．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。 

 当社グループは、業種別に区分された事業ごとに当社及び当社の連結子会社が各々独立した経営単位として

主体的に各事業ごとの事業戦略を立案し事業活動を展開しており、不動産の売買、賃貸等に関する事業から構

成される「不動産事業」、商業手形の割引業務、貸金の貸付業務等に関する事業から構成される「金融事

業」、沖縄での産業廃棄物処理に関する事業から構成される「産廃事業」の３つを報告セグメントとしており

ます。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 当第１四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 

（単位 千円）  

（注）セグメント利益の調整額△133,872千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△133,872千

円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。  

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 当第１四半期連結累計期間において固定資産減損損失を20,000千円計上いたしました。これによるセグメン

トに与える影響は、「不動産事業」において20,000千円の資産が減少しております。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

  

報告セグメント  
調整額 

(注)  

四半期連結

損益計算書

計上額 不動産事業 金融事業 産廃事業 計 

 売上高              

 外部顧客に対する売上高 38,993 3,015 52,075 94,084 － 94,084

 セグメント間の内部売上

高又は振替高  
－ － － － － －

 計 38,993 3,015 52,075 94,084 － 94,084 

 セグメント損失(△) △8,481 △59,251 △21,320 △89,053 △133,872 △222,926 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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